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「分散協調型エネルギーマネジメント
システム」の構成 
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需要研究の課題 
¡ エネルギー需要に関する論文は意外と多い（エネ
ルギー･資源学会論文集だけで三十数年間に50
編）が、研究分野として確立していないために、 
¡ 包括的な体系化 
¡ 手法の整理、有用な研究成果の伝達，参照 
¡ 情報交換の場の形成 
 

が上手くいっていない。個々の問題に対応した研
究が散在しており、共通の研究プラットフォーム
が存在しない状況。 
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茅の恒等式（低炭素社会の指標） 

*,-+/)
Carbon Intensity 

*,-+/�� 

�*,-+/.�
��)���

#########�##��

 !�
��0� �########" � �#####"�######"��
# �######*,-+/��#####���#####���

 !����� *,-+/��� #����

����

��	�&%'(
$��)���



大阪大学大学院工学研究科／環境・エネルギー工学専攻 下田研究室 

脱炭素社会の指標 

¡ 需要の削減 
¡ 温室効果ガス排出の大幅削減のために、可能な限り
エネルギー需要（上式の右辺）を小さくする。 

¡ 省エネルギーは充足度を落とす「我慢の省エネ」で
は駄目。 

¡ カーボンフリーエネルギーの供給可能量に応じ
た需要パターンの時間シフト 
¡ 再生可能エネルギーの変動に応じてエネルギー需要
を変化させるため、サービス需要とエネルギー需要
の時間変化をずらす。 
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①ローカルスケールでの
再生可能エネルギー変動	
②大規模系統電力からの
要求	
③エネルギー需要	
の3者を安定的に最適化
する必要。そのために需
要の能動化と、需要変化
とサービスへの影響を定
量化する必要。 

ホロニックパス（茅、1988） 
→分散協調型エネルギーマネ
ジメント？ 

分散システム(ZEB,	ZEH,ゼロエネルギーコミュニティ) 
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エネルギー管理のためのエネルギー需要科学 

¡ 分散協調型エネルギーマネジメントにおいては、
前述のエネルギー消費構造の要素分解に加え、 
¡ ①エネルギー需要を電力ロードカーブが推計できる時
間粒度でエネルギー消費機器レベルに分解し 

¡ ②機器稼働とサービス・快適性の関係を明らかにした
上で 

¡ ③可制御負荷（供給側の要請で制御可能な負荷）とそ
れ以外に分解し、前者について制御（サービス調整、
時間シフト）による負荷の変化とサービスの低下の関
係を明らかにする必要がある。 

¡ EMSのためのエネルギー需要学では需要の分解
と可制御負荷の分離が重要なテーマになる？ 
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エネルギー管理のためのエネルギー需要科学 
¡ 「誰が，どのくらいの量の，どのような種類のエネ
ルギーを，どのような目的のために，どのくらいの
期間必要とするのか？」（Herman Daly　1976) 
¡ エネルギー消費を電力ロードカーブが推計できる時間粒
度でエネルギー消費機器レベルに分解し 

¡ 機器稼働とサービス・快適性の関係を明らかにした上で 
¡ 可制御負荷とそれ以外に分解し、前者について制御によ
る負荷の変化とサービスの低下の関係を明らかにする 

¡ 時系列のエネルギー需要を対象とするため、時間解
像度の向上が必要。 

¡ 特に家庭では居住者の行動が需要の発生と密接な関
係を持つ。 
¡ 居住者行動、DRなどサービス変化に対する受容性など
「ひと」を中心とするアプローチが重要に。 
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エネルギー需要をモデル化する2つのアプローチ 

¡ 要素分解型 
¡ エネルギー需要を、さまざまなサービスを生み出すエネ
ルギー消費機器と，それを操作する人間行動や制御装置
などの要素から構成されるシステムとして表現し，気象
条件や機器の普及，人間の慣習の変化，DR信号など外部
からの働きかけによってこのシステムが変化するメカニ
ズムを明らかにするアプローチ 

¡ 全体挙動型 
¡ エネルギー需要を細分化せず，その全体が居住者の消
費・行動性向等によって決まる複雑なシステムとしてと
らえ，その総体的な挙動を対象とするアプローチ。機械
学習での予測など 
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家庭・地域のエネルギー需要はどう決まるか？ 
10 
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家庭・地域のエネルギー需要はどう決まるか？ 
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エネルギー管理のための需要科学の研究分野 

¡ エネルギー需要の分析、DR　　　  東大（岩船） 
¡ エネルギー需要変動の計測も含む 
¡ 要素分解型と全体挙動型をつなぐ。 

¡ エネルギー需要モデルの開発　　　阪大（下田） 
¡ 要素分解型研究の典型例 

¡ エネルギー需要に対する影響要因の解明、介入 
¡ 全体挙動型の典型的な手法。マニュアルDRの観測など 

¡ 　　　　　　　　　　　　　　　　東工大（日高） 
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中島チーム内需要3グループの関係 

東大生研G　	
需要の計測と分析 

東工大G　	
需要に対する影響
要因の解明、介入 

阪大G　	
需要モデルの開発 

2000世帯のHEMSデータ	
PV自家消費モデル	

再エネ大量導入時・2050
年の需給運用 

需要と調整の規定要因
との関係の分析･整理	
対馬におけるフィール

ド実験	

家庭･業務部門エネル
ギー需給モデル開発	
エネルギー需要形成構
造のデータ分析による

解明	
グリッドモデルへの
データ提供 
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グループ・サブグループ・チーム間連携 
¡ 東大生研Gと阪大G:ヒートポンプ給湯器の実測
データ分析とモデル化に関する連携 

¡ 東海大Gと阪大G:気象データの空間粒度とエネル
ギー需要への影響に関する感度分析、住宅エネル
ギー消費時間変動の全国分布モデル。 

¡ 林Tと阪大G:需要データのグリッドモデルへのイ
ンプット 

¡ 鈴木Tと阪大G：自動車使用行動データを介した
建物需要と自動車消費エネルギーとの関係 

¡ 東工大Gと地球科学SG 
¡ 東大生研Gと井村T 
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0
需要科学3グループによる作業「需要科学の確立」 
本プロジェクトにおけるエネルギー需要研究の意義、目指すべき
研究の方向性、手法論の整理などを目的として、3グループで３
年間に１０回以上の会議を実施し、成果を以下の形で発表した。 
 

1)2016.11.21 東京大学生産技術研究所エネルギー工学連
携センター(CEE)　第26回CEEシンポジウム 
本グループから下田、日高、山口、岩船、内田Tから依田（京
大）、その他西尾（電中研）が講演。 
 

2)エネルギー・資源学会学会誌に 
総説として投稿 
本グループ全員の連名として「エネルギー 
需要科学の確立～エネルギーマネジメ 
ントにおける需要研究」として2017.4.11に 
投稿、2017年9月号に掲載 
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需要サブグループとしての進捗状況 
¡ 3) 2017.1.17 JST-CRDS 科学技術未来戦略ワー
クショップ「未来エネルギーネットワークと需
要科学」～2050年超の一般家庭でのエネルギー
需給構造の変革時代到来に向けて～ 
¡  2 3
0

¡  1 7 2 3
0 2 3

¡  1
4 2 7

1 0
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Dr. Alan Meier (LBNL, UC Davis) 
¡ 米国　Lawrence Berkeley National 

Laboratory, Energy Technologies 
Area (旧Environmental Energy 
Technologies Division)に長く在籍。 

¡ EETDは1975年にArthur Rosenfeldに
よって開設されてからEnergy 
Efficiencyに関する研究で著名な業績。
（End-use demand forecasting, 
Energy efficiency standardなど） 

¡ 雑誌Energy and Buildingsの初代Chief 
Editor  

¡ ２０１７年８月より本件について指導を
受ける。 
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ACEEE Summer Study　の成果 
¡ CRESTから合田アドバイザー、岩船、八木田、
日高、山口、下田が参加。 

¡ Informal Sessionゆえ前日のビラまきと当日朝
のニュースレターのみの告知にもかかわらず、
数十名の参加者を得て活発な議論 
¡ Allison Silverstein (ACEEE) システム全体の転換の
問題、再生可能エネルギー変動への対応（自動
化?）など 

¡ Hans Paul Siderius (Netherlands Enterprise 
Agency)　“Energy efficiency and renewable energy 
in a decarbonized electric power system”という論文
を受領。 
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http://www.iiasa.ac.at/web/home/research/researchPrograms/
TransitionstoNewTechnologies/event/180925_RED.html 
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¡  Yoshiyuki Shimoda presented novel research in Japan on residential/
household energy use. He introduced the concept of an “energy 
demand science.” This approach combines detailed survey data on 
household characteristics, time use and occupant behavior, with 
housing stock and settlement characteristics, as well as environmental 
(climatological) data to model residential energy use over time and 
across different geographical settings. Model calibration is performed 
drawing on big data approaches such as smart meter data and reveal 
excellent agreement between observations and modeled parameters. 
Shimoda also presented recent assessments of various policy 
measures aimed at reducing GHG emissions in the residential sector 
of Japan. Absolute reductions in residential CO2 emissions of up to 
40% by 2030 are found to be feasible under current conditions, with 
larger reductions only possible with new technological and behavioral 
innovations. It is also worth noting that under the extreme efficiency 
scenarios the influence of traditional variables of residential energy 
demand such as demographics or settlement type no longer play a 
significant influencing role. Instead, distributed on-site generation 
(PVs) and electromobility diffusion emerge as new important policy 
options and influencing variables. 
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今後の予定 
¡ Renewable and Sustainable Energy Reviewsにレ
ビュー論文を投稿予定 
¡ 阪大・東大・東工大グループ、Alan Meier 

¡ 電気学会全国大会シンポジウム「エネルギー需要を科学
する」 
¡ 2019年3月13日午前開催　需要科学SG＋大橋先生 

¡ ECEEE Summer Studyにて再度 Informal Session? 
¡ 2019年6月3～7日、フランス 

¡ 次期戦略目標候補「需要科学」 
¡ 10月26日に合田アドバイザーの御仲介により、JSTと2020年度
の戦略目標候補として「需要科学」を立てる検討をスタート 

¡ CREST-EMS領域内の需要関係の先生方と検討グループを形成
すべく準備中 

22 


